
2021年度 核兵器廃絶市民講座
第5回「核兵器禁止条約の今後」

2022年2月5日（土）オンライン開催

核兵器廃絶日本NGO連絡会幹事

河合公明



概要

1. 核兵器禁止条約の誕生(1) (2) 1/20

2. 核兵器禁止条約の意義 (1) (2) (3) 3/20

3. 核兵器禁止条約の課題 6/20

4. 日本の課題 7/20

5. 政府への問い (1) (2) 8/20

6. 核抑止と拡大核抑止 (1) (2) 10/20

7. 核抑止と拡大核抑止の2つの問題 12/20

8. 日本の置かれた状況 (1) (2) (3) 13/20

9. 拡大核抑止の「威嚇偏重」理解(1) (2) 16/20

10. 選択肢としての核兵器禁止条約（1) (2） 18/20

11. 5 つの課題 20/20

参考文献



1. 核兵器禁止条約の誕生（1/2）

 条約の採択（2017年）

 2017年3月と6-7月、国連本部で交渉会議の開催。国連加盟193カ
国中124カ国が参加

 7月7日、国連加盟国の約3分の2にあたる122カ国の賛成多数（反
対1、棄権1）で、核兵器禁止条約（Treaty on the Prohibition of 

Nuclear Weapons: TPNW）が採択

 条約の発効（2021年）
 2021年1月22日、50ヵ国・地域の批准・加入を得て発効

 2022年2月1日現在、署名国86、締約国59

 2022年3月22-24日、第1回締約国会議が開催予定 1/20

http://www.reachingcriticalwill.org/images/documents/Disarmament-fora/nuclear-weapon-ban/documents/voting-record.pdf
https://treaties.un.org/pages/ViewDetails.aspx?src=TREATY&mtdsg_no=XXVI-9&chapter=26


1. 核兵器禁止条約の誕生（2/2）

 禁止されること（Prohibitions）

 「いかなる場合にも」禁止（第1条）

 開発、実験、生産、製造、取得、占有、貯蔵、移譲、受領、使
用、使用するとの威嚇

 禁止されている活動の援助、奨励、勧誘

 領域や管轄・管理下の場所への配置、設置、配備
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2. 核兵器禁止条約の意義（1/3）

 害敵手段として禁止

 国際人道法による規制

 国際人道法における慣習法の規則で使用が禁止されない
兵器は、使い方（害敵方法）の規制を受けるにとどまる

 核兵器禁止条約による禁止

 使い方ではなく、兵器そのもの（害敵手段）として核兵
器を禁止する
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2. 核兵器禁止条約の意義（2/3）

 核不拡散条約（NPT）の履行の不均衡の是正

 NPT第6条の履行停滞と非核兵器国からの批判

 核軍拡の早期停止と核軍縮に関する効果的な措置

 国際管理の下での全面的で完全な軍備縮小に関する条約

 核兵器禁止条約の機能

 NPT第6条「核軍縮」義務を補完

 NPT第2条「不拡散」義務と第6条「核軍縮」義務の履行におけ
る不均衡を是正する試み ⇨ NPTに対する含意
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https://s3.amazonaws.com/unoda-web/wp-content/uploads/2017/05/Letter-from-the-Chair_May-24-2017.pdf


2. 核兵器禁止条約の意義（3/3）

安全保障のための核兵器という言説への疑問

 人々にとって重要なのは、生命や幸福といった価値

 今日問われているのは、軍事や兵器を安全保障と同一視する
思考そのもの

 核兵器禁止条約の問い

 核兵器は生命や幸福という価値を守るのか
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3. 核兵器禁止条約の課題

 条約を広める

 禁止から廃絶へ

 禁止は歴史的な一歩。しかし到達点ではない

 法的禁止を先行させ、そこから廃絶への道筋をどうつ
くるか

 条約に示された課題

 締約国は、全ての国によるこの条約への普遍的な参加
を目標として、この条約の締約国でない国に対し、こ
の条約に署名し、これを批准し、受諾し、承認し、又
はこれに加入するよう奨励する（第12条） 6/20



4. 日本の課題

 どう取り組むか

 核兵器に安全保障を依存する国

 核兵器の保有国のみならず、保有国の核兵器に依存する国も同様

 日本政府は、米国の拡大核抑止に依存する安全保障政策を採用

 世論調査に示された民意

 核兵器禁止条約：約７割が署名・批准を支持

 「核の傘」に依存する安全保障政策：６割を超える支持
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https://www.cas.go.jp/jp/siryou/131217anzenhoshou/nss-j.pdf
https://www.chunichi.co.jp/article/302162
https://www.nhk.or.jp/senkyo/opinion-polls/01/opinion-polls.pdf


5. 政府への問い（1/2）

 岸田首相の発言

 核軍縮の実質的な進展のための1.5トラック会合
（2021年12月9日）

 「核兵器の質的・量的向上の制限」をかける

 国際的に信頼できる検証体制の構築に向け、努力を傾注
しつつ核兵器の数を着実に減らしていく
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https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202112/09kakugunshuku.html


5. 政府への問い（2/2）

 問うべき論点

 自らの依存を減らす行動

 「核兵器の質的・量的向上の制限」をかけるとしても、核兵器を
必要とする国がある限り、それは可能か

 核兵器を必要としているのは、核兵器の保有国のみならず、その
核兵器に依存する国も同様。日本もその1カ国

 「核兵器の質的・量的向上の制限」をかけるならば、日本は、自
らの依存を減らすためにどう努力するのか
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6. 核抑止と拡大核抑止（1/2）

 核抑止

 受け止められないほど有効な反撃が、核兵器で行われるとの
恐怖を相手に引き起こし、自らに対する軍事的な敵対行動を
相手にとらせないこと（懲罰的抑止）

 核兵器の使用の威嚇を通じた交渉で、相手の行動を断念させる
ことを企図

 核兵器は、使用よりも使用の可能性により、その保有国が敵対
する相手国の認識に働きかける手段（阪中 1989）
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6. 核抑止と拡大核抑止（2/2）

 拡大核抑止

 同盟国のための核抑止

 核抑止の働きかけは、核兵器を保有する国の同盟国に対し軍事
的な敵対行動を取りうる相手も対象とされる
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7. 核抑止と拡大核抑止の2つの問題

 第1の問題

 1945年8月の広島と長崎における原爆投下を最後に、今日まで武
力紛争で核兵器が使用されなかったことは事実

 それが今後も持続可能かについては、何の保証もない

 第2の問題

 核抑止は、相手の軍事的な敵対行動を断念させることに焦点

 敵対行動が未然に防止できなかった場合、どう対処するのかとい
う問いに答えを提供しない 12/20



8. 日本の置かれた状況（1/3）

 安全保障の環境の変化

 抑止と対処

 2004年の防衛大綱（16大綱）は、日本を取り巻く安全保障環境
の変化への対応のため、「抑止」から「対処」を重視する方針へ

 2018年の防衛大綱（30大綱）は、防衛の目標として、①望まし
い安全保障環境の創出、②抑止、③対処を挙げた

 相手国による軍事的な敵対行動が発生した場合、どう「対処」す
るのか。その時に、核兵器にどのような役割を担わせるのか

13/20

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11591426/www.mod.go.jp/j/approach/agenda/guideline/2005/taiko.pdf
https://www.mod.go.jp/j/publication/wp/wp2019/html/n23103000.html
https://www.cas.go.jp/jp/siryou/pdf/h31boueikeikaku.pdf
https://www.mod.go.jp/j/publication/wp/wp2019/html/n23205000.html


8. 日本の置かれた状況（2/3）

 安全保障の技術の変化

 核戦略への影響

 精密誘導技術、遠隔検知技術の向上

 人工知能の進歩、サイバー、宇宙、電磁波空間といった活動領
域の拡大

 こうした変化は、米国の拡大核抑止に依存する日本の安全保障
にどのような含意を有するか
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8. 日本の置かれた状況（3/3）

 進む現実

 核兵器使用のリスクの高まり

 日本周辺が「核リスクのホットスポット」になっている、との
指摘（吉田 2021）

 日米の「核同盟化」

 拡大抑止協議を通じ、日本が米国の核政策の「能動的なステー
クホルダー」化している、との指摘（太田 2021）
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https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/pdfs/joint1106_01.pdf


9. 拡大核抑止の「威嚇偏重」理解（1/2）

 拡大核抑止政策の論理

 論理の構造

 世界的に核兵器の廃絶が見通せない

 地域的に核兵器の脅威が存在する

 そうである以上、日本の安全保障は米国の保有する核兵器へ
の依存を必要とする（第201回国会衆議院外務委員会茂木外
相答弁）

 拡大核抑止の「威嚇偏重」理解

 日本の政策は、核兵器の使用よりも使用の威嚇を念頭に置い
ていないか 16/20

https://kokkai.ndl.go.jp/txt/120103968X00520200410/49


9. 拡大核抑止の「威嚇偏重」理解（2/2）

 「威嚇偏重」理解の問題点

 論点化されない核兵器の使用

 核兵器を使用する立場にある米国、その立場にない日本

 「核の傘」という言説

 「核の傘」との言説に潜む受動性のレトリック。

 「差し掛けられた」との受け身の修飾語による二重の受動性

 問うべき論点

 核兵器使用のリスクが高まる中での核兵器の役割とその含意

 国際人道法との関係における未検討の問題
17/20



10. 選択肢としての核兵器禁止条約（1/2）

 再び安全保障について考える

 命と暮らしを守るという目的

 安全保障政策の目的は「国民の命と暮らしを守る」こと（第207回国
会岸田首相所信表明演説）

 米国の拡大核抑止に依存する日本の安全保障政策が、目的にかなう
手段であるか否かの検討は不要か

 核兵器という手段

 「命と暮らし」という価値（目的）の実現に資するか

 広島と長崎の経験から何を学ぶか
18/20

https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/statement/2021/1206shoshinhyomei.html


10. 選択肢としての核兵器禁止条約（2/2）

 他に考えられる選択肢の検討

 選択肢としての核兵器禁止条約

 手段に問題点が見出されるのであれば、代替可能な政策的選択
肢に関する議論が必要

 その選択肢から核兵器禁止条約を除く必要はあるか

 締約国会議へのオブザーバー参加の意義

 核兵器禁止条約の第1回締約国会議へのオブザーバー参加により、
選択肢についてを意見を交わすことは有益

 自らの核兵器への依存を減らす努力
19/20



11. 5つの課題

核兵器廃絶日本NGO連絡会は、
2022年に延期されたNPT再検
討会議に向け日本政府に5項目
を要請（2021年12月）。要請
を視覚的に表現したアイコン
も作成

 アイコンのダウンロードは
こちら

 要請書はこちら
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https://nuclearabolitionjpn.wordpress.com/
https://nuclearabolitionjpn.wordpress.com/2021/12/25/report_meeting_with_mofa20dec2021/
https://drive.google.com/drive/folders/1_GdCMOZGcFsPPU1A2edhDw3nUFgLD9u3
https://nuclearabolitionjpn.files.wordpress.com/2021/12/20211211_jana-mofa_final.pdf
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ご清聴ありがと
うございました



（追補）核兵器禁止条約交渉会議へのプロセス 1

 核不拡散条約（NPT）再検討会議（2010年）

 最終文書（NPT/CONF.2010/50 (Vol. I)）

結論ならびに今後の行動に向けた勧告（和訳）

 核兵器のない世界の平和と安全の達成を決意（A-i）

 第6条で誓約した核軍縮に向け、保有核兵器の完全廃棄を達成する核兵器
国の明確な約束を再確認 (A-ii)

 すべての国にとり強化され、減じない安全という原則の再確認（A-iv）

 核兵器の使用がもたらす壊滅的な人道的結末への深い懸念の表明、国際
人道法を含む適用可能な国際法の遵守の必要性の再確認（A-v）

 核兵器のない世界を実現、維持する上で必要な枠組みを確立すべく、す
べての締約国が特別な努力を払う必要性を強調（B-iii）

 核兵器の完全廃棄が核兵器の使用や使用の威嚇を防止する唯一の保証で
あることを再確認（C-i）

https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N10/390/21/PDF/N1039021.pdf?OpenElement
https://www.recna.nagasaki-u.ac.jp/recna/database/importantdocument/un/no1/2-1


（追補）核兵器禁止条約交渉会議へのプロセス 2

 核兵器の人道的影響に関する国際会議（2013-14年）

 オスロ（2013年３月）、ナジャリット（2014年2月）、ウィーン（2014年12月）で
開催。国連・国際機関、各国政府、市民社会の代表が参加

 事態への対応は不可能

いかなる国家あるいは国際機関も、核兵器の爆発が直ちにもたらす人道上の
緊急事態に適切に対応し、被害者に対して十分な救援を提供し、そのような
対応能力を確立することは、いかなる試みをもってしても不可能

 影響は時間的に制御不可能

これまでの歴史から得た経験は、核兵器の使用や実験が、即時的にも長期的
にも壊滅的な結果をもたらすことを実証

 影響は空間的に制御不可能

核兵器の爆発の結果は国境を超え、地域的にも世界的にも国家や市民に重大
な影響

https://www.regjeringen.no/en/historical-archive/Stoltenbergs-2nd-Government/Ministry-of-Foreign-Affairs/taler-og-artikler/2013/nuclear_summary/id716343
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 国連総会決議（2015年）

 「多国間核軍縮交渉を前進させる」決議（A/RES/70/33）

⇨ 翌年、オープンエンド作業部会を開催することを決定

 関連する決議

 「核兵器の人道上の結末」決議（A/RES/70/47）

 「核兵器の禁止と廃絶のための人道的誓約」決議（A/RES/70/48）

 「核兵器のない世界に向けての倫理的要請」決議（A/RES/70/50）

 国連作業部会と国連総会決議（2016年）

 2016年2月、５月、8月、ジュネーブの国連欧州本部でオープンエンド作業部会が開催

 2016年12月、国連総会決議「多国間核軍縮交渉を前進させる」（A/RES/71/258）が
採択され、多国間核軍縮交渉を開始することを決定

https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N15/409/95/PDF/N1540995.pdf?OpenElement
https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N15/411/26/PDF/N1541126.pdf?OpenElement
https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N15/411/40/PDF/N1541140.pdf?OpenElement
https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N15/411/54/PDF/N1541154.pdf?OpenElement
https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N16/466/69/PDF/N1646669.pdf?OpenElement

